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　図表2　単身者最低生計費調査（25歳男性）

税込み必要最
低賃金月額

155時間換
算時間額

173.8時間
換算時間額

2015年度
最賃額

北海道札幌市 224,983 1,452 1,295 764
北海道釧路市 245,459 1,584 1,412 764
青森県青森市 216,083 1,394 1,243 695
秋田県秋田市 216,944 1,400 1,248 695
岩手県盛岡市 228,664 1,475 1,316 695
山形県山形市 220,284 1,421 1,267 696
宮城県仙台市 221,091 1,426 1,272 726
福島県福島市 221,972 1,432 1,277 705
新潟県新潟市 242,005 1,561 1,392 715
静岡県静岡市 246,659 1,591 1,419 783
愛知県名古屋市 226,945 1,464 1,306 820
愛知県豊橋市 239,479 1,545 1,378 820

(中澤秀一監修　全労連調査　2015～2016）



 
 
 
 
 

 
 
 

a b c d

生活保護基準に
よる最低生活費
（25歳単身）

必要賃金月額（概

算）

社会保険料(概

算）
直接税(概算）

勤労必要費用（勤労

控除）
ａ－ｂ－ｃ－ｄ

月間155時間労働と

した場合の時間賃金

必要額

月間173.8時間労

働とした場合の時

間賃金必要額

2015.10からの

最賃額

東京二三区 135.2 194.0 27.7 10.0 20.9 135.4 1252 1116 907
岡山市 115.0 166.0 23.8 7.7 19.5 114.9 1071 955 735
函館市 110.0 159.0 22.9 7.1 19.1 109.9 1026 915 764

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （円） （円） （円）
　＊． 東京２３区……１級地－１　　岡山市……１級地－２　　　函館市……２級地－１
　＊．勤労控除は生活保護の要否判定の表を適用
　＊．最低生活費は生活扶助（冬季加算をふくむ）、住宅扶助、期末一時扶助をふくむ。20～40歳で試算。2015年度中の基準改訂をふまえたもの。

傷病手当（イ） 社会保険料（ロ）
可処分所得（イ－

ロ－ハ）
必要最低生
活費（年額）

Xの下限
月間155時間労

働とした場合の時

間賃金必要額

月間173.8時間

労働とした場合

の時間賃金必

要額

東京二三区 2/3X 0.095374X 0.515917X+46000 1621950 3054658 1642 1465
岡山市 2/3X 0.095775X 0.515584X+45500 1380240 2588813 1392 1241
函館市 2/3X 0.095941X 0.515443X+46000 1319856 2471381 1329 1185

（千円） （円） （円）

可処分所
得－勤労
必要費用
が　最低
生活費を
超える最

賃額

傷病手当
が最低生
活費を超
える最賃

額

図表3　傷病手当が最低生活費をこえる最賃額試算　

前年所得にたいする地方税
（ハ）

0.055641X-　45500
0.055709X－　46000

0.055616X-　46000

傷病手当を例に1年間の可処分所得を計算。傷病手当から社会保険料と地方税を引き、残った額が最低生活費を超えるためには、通常時の時間給がいくら以
上でなければならないかを試算。社会保険料率は傷病前と同じとし、地方税は前年所得にたいして課税されるとする。所得税はない。前年賃金を　X　とする。



 
 

 
 
 



 
 

 
 
 



 
 

 
 
 



 
 

 
 
 



図表14-1　世帯構造別　無貯蓄率の推移（国民生活基礎調査） 図表14-2　世帯構造別　所得分位別　無貯蓄率（国民生活基礎調査）

第Ⅰ分位
2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年

総数計 8.5 9.6 10.5 10.4 16.8 15.7 2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年
　単独世帯計 17.5 18.2 19.4 16.6 24.0 22.7 総数 第Ⅰ分位 21.2 22.3 27.0 24.1 34.2 31.8
　核家族世帯計 6.7 8.0 8.3 8.8 14.6 13.5 　単独世帯 第Ⅰ分位 23.6 23.5 28.0 24.0 33.6 31.8
　三世代世帯計 4.7 5.3 5.6 7.2 15.4 14.5 　核家族世帯 第Ⅰ分位 18.7 20.5 25.1 25.5 35.5 32.3
　その他の世帯 8.0 9.5 10.8 9.1 15.4 14.0 　三世代世帯 第Ⅰ分位 20.9 23.2 19.4 20.0 39.3 42.9

（％） 　その他の世帯第Ⅰ分位 20.0 24.6 30.6 19.8 30.3 25.8
2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年 （％）

総数計 4566 4632 4802 4864 5011 4995 所得第Ⅰ分位値 275 263 214 208 201 200
　単独世帯計 1102 1082 1198 1239 1329 1343 (万円）
　核家族世帯計 2689 2806 2866 2910 3016 3023
　三世代世帯計 484 451 405 384 333 295 2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年
　その他の世帯 291 293 334 332 333 333 総数 第Ⅰ分位 1142 1158 960 973 1002 999
＊．世帯票の数値による (万世帯） 　単独世帯 第Ⅰ分位 716 736 662 669 713 718

2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年 　核家族世帯 第Ⅰ分位 455 465 332 312 330 316
総数計 420 472 531 519 863 803 　三世代世帯 第Ⅰ分位 35 22 15 18 14 13
　単独世帯計 193 196 233 205 319 305 　その他の世帯第Ⅰ分位 65 59 51 53 53 53
　核家族世帯計 181 224 239 257 441 409 ＊．所得票による世帯構造ごとの第1分位の割合に世帯票の世帯数を乗じてもとめた。所得票と世帯票

　三世代世帯計 23 24 23 28 51 43 　　の世帯構造分布が一致しないため、各世帯構造第Ⅰ分位の合計と総数第1分位の値は一致しない

　その他の世帯 23 28 36 30 51 47
(万世帯） 2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年

2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年 総数 第Ⅰ分位 274 288 288 254 379 350
総数計 917 1066 1152 1175 1983 1807 　単独世帯 第Ⅰ分位 169 173 186 160 240 229
　単独世帯計 193 196 233 205 319 305 　核家族世帯 第Ⅰ分位 85 95 83 80 117 102
　核家族世帯計 531 658 694 739 1256 1156 　三世代世帯 第Ⅰ分位 7 5 3 4 6 5
　三世代世帯計 120 124 116 140 257 211 　その他の世帯第Ⅰ分位 13 14 16 11 16 14
　その他の世帯 73 87 109 91 151 136 (万世帯）

(万人）
2001年

(2004で代 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年 2001年 2004年 2007年 2010年 2013年 2016年

　単独世帯計 1 1 1 1 1 1 総数 第Ⅰ分位 498 525 490 440 649 584
　核家族世帯計 2.94 2.94 2.9 2.88 2.85 2.83 　単独世帯 第Ⅰ分位 169 173 186 160 240 229
　三世代世帯計 5.23 5.23 5.13 5.08 5.01 4.94 　核家族世帯 第Ⅰ分位 250 280 242 229 333 289
　その他の世帯 3.13 3.13 3.04 3.04 2.94 2.91 　三世代世帯 第Ⅰ分位 38 26 15 18 28 27

(人） 　その他の世帯第Ⅰ分位 41 45 48 32 47 40
世帯票19表 世帯票30表 世帯票38表 世帯票４１表世帯票41表 (万人）

42.6 37.4 32.7 32.3
＊１．網掛け部分の数値は、各世帯構造ごとに世帯票の世帯数に貯蓄表の無貯蓄割合を乗じて計算した数値の合計である。世帯構造分布が世帯票と貯蓄票で一致しないため、（％）
  総数計の世帯数と無貯蓄率、総数第1分位の世帯数と無貯蓄率から直に求めた数値とは一致しない。
＊2．人員数推計は世帯構造ごとの無貯蓄世帯数に各世帯構造の平均人員を乗じて求めた。2001年は当該数値野集計が無かったため、2004年の数値で代替した。

所得四分位 所得五分位

無貯蓄世
帯率

所得第Ⅰ
分位　無
貯蓄世帯

率

世帯数
（＊）

所得四分位 所得五分位

所得第Ⅰ
分位　世
帯数(*)

無貯蓄世
帯数

所得四分位

所得第一分位無貯蓄世帯で暮らす人員数／同人員総数

所得五分位

所得第Ⅰ
分位　無
貯蓄世帯

数

無貯蓄世
帯で暮ら
す人員数
推計（＊

2）
所得四分位 所得五分位

平均世帯
人員

所得第Ⅰ
分位　無
貯蓄世帯
で暮らす
人員数

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

図表15　高齢者がいる無貯蓄世帯の割合、数、無貯蓄高齢者の数　世帯構造別
（国民生活基礎調査）

2001 2004 2007 2010 2013 2016
　　世帯計 8.2 9.6 10.6 9.9 16.3 15.0
単身世帯 16.7 17.8 20.0 16.5 24.3 22.0
夫婦のみ世帯 7.3 8.3 8.6 7.6 12.6 10.9
夫婦と未婚の子世帯 7.3 8.9 8.5 8.2 14.0 13.0
片親と未婚の子世帯 10.4 12.2 12.9 12.3 19.4 16.6
三世代世帯 4.3 4.4 5.2 6.5 13.4 13.9
その他の世帯 5.9 9.2 9.1 8.1 14.4 13.7

（％）
　　世帯計 1377 1757 2091 2078 3719 3687
単身世帯 532 664 863 830 1393 1444
夫婦のみ世帯 333 436 494 469 882 822
夫婦と未婚の子世帯 117 163 186 198 383 398
片親と未婚の子世帯 101 134 158 175 330 323
三世代世帯 181 173 185 218 396 372
その他の世帯 113 187 205 188 335 329

（千世帯）
　　世帯計 1807 2341 2764 2768 5040 5031
単身世帯 532 664 863 830 1393 1444
夫婦のみ世帯 572 759 872 839 1579 1498
夫婦と未婚の子世帯 184 263 303 330 647 684
片親と未婚の子世帯 103 137 162 179 340 339
三世代世帯 251 242 259 307 569 545
その他の世帯 167 277 305 284 512 521

（千人）
無貯蓄高齢者率 7.8 9.2 10.0 9.3 15.6 14.2

（％）
＊．①は国民生活基礎調査の貯蓄表による集計であり、②③は、同調査の世帯票による
　世帯構造ごとの世帯数、高齢者数を①に乗じて求めた。

①高齢者
がいる無
貯蓄世帯
の割合

②高齢者
がいる無
貯蓄世帯
の推計数

③無貯蓄
の世帯で
暮らす高
齢者の推

計数



 

 

 
 



図表20　年収400万円世帯の公租公課、学校教育費、補助学習費と残りの生活費

賃金収入 児童手当
生活保護基準によ

る｢残計｣該当分

直接税
社会保険
料

勤労必
要費用

学校教
育費

補助学
習費

残　計
生活扶助費＋住

宅扶助費

大都市部 400 24 21.0 56.9 27.3 21.2 9.0 289 318

地方小都市部 400 24 21.0 56.9 24.9 21.2 9.0 291 262

大都市部 400 24 20.5 60.3 27.3 27.6 20.0 268 324

地方小都市部 400 24 20.5 60.3 24.9 27.6 20.0 271 267

大都市部 400 12 15.3 60.3 27.3 40.5 23.4 245 317

地方小都市部 400 12 15.3 60.3 24.9 40.5 23.4 248 260

大都市部 400 12 15.3 60.3 27.3 85.0 25.0 199 317

地方小都市部 400 12 15.3 60.3 24.9 85.0 25.0 202 260

（万円） (万円）
＊．学校教育費（給食費を含む）と補助学習費は、文科省「子どもの学習費調査」2014年度の年収400万未満世帯平均値

　　片働きを想定し、社会保険料、直接税は2014年9月の数字による。実際の収入と標準報酬月額とのズレは考慮にいれていない

　　勤労必要費用は生活保護制度の要否判定に用いられる「勤労に伴う必要経費として定める額」を計上

　　家族構成は、小学生2人がいる世帯で39歳、37歳、11歳、8歳、小中学生がいる世帯で42歳､39歳、14歳、11歳、
　　中高生がいる世帯で46歳、44歳、17歳、14歳を想定
   　児童手当、扶養控除は2014年度で計算。

　　生活扶助費と住宅扶助費は2015年度基準で計算。

　　児童養育加算、期末一時扶助を含み、冬季加算は除外した。

　　大都市部は生活保護制度における1級地-1・住宅扶助額69800円、地方小都市部は2級地-2・住宅扶助額4万円を想定。

公立小学生と公
立中学生

公立中学生と公
立高校生

公立中学生と私
立高校生

公立小学生2人
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％ 図表25 金融資産 無保有世帯の割合（金融広報中央委員会）

二人以上世帯 単身世帯


